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教員養成課程における「生活科教育法」の授業改善に関する基礎的検討として、生活科教育法の実践に関
する先行研究を概観するとともに、受講生を対象として生活科に関する内容理解やその学習活動を計画する
ことの自信を問う質問紙調査を実施した。その結果、学習内容に関して印象・記憶として残りやすい内容（植
物栽培及び地域での探索活動）については、受講生らが理解したり学習活動を計画したりすることについて
も肯定的に捉えられているという特徴が示唆された。一方、内容理解や学習活動を計画することの自信につ
いて、今後講義内容や指導方法の改善が求められる項目も複数あることが示された。
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1．はじめに
本稿は、大学の教員養成を主たる目的とした課程
（以下、教員養成課程と略記）における小学校生活
科の指導法「生活科教育法」の授業改善に関する基
礎的検討であり、生活科教育法における学生の自己
評価に関する事例研究である。本稿では、生活科教
育法の講義内容及び指導方法を見直すため、受講者
（2016年度後期）を対象とし、受講者の生活科教育
法の学習内容に対する認識を確認し、若干の特徴を
明らかにすることを目的としている。
1989年の学校教育法施行規則改正により、小学
校教育課程に生活科が新設されて、すでに四半世紀
以上経った。小学校学習指導要領も二度改定され、
今春、三度目の改定を迎えた。学習指導要領改定で
は少しずつ変更が加えられ、改定ごとに大学の教員
養成における講義内容や指導方法も再検討が求めら
れる。本稿は、三度目の学習指導要領改定を迎え、
受講者の生活科教育法に対する認識を確認し、学習
指導要領改定による生活科教育法の見直しに備えよ
うとするものである。
生活科教育法に関する研究としては、生活科教育
法のテキスト作成1、生活科教育法のカリキュラム
開発・単元開発・教材開発2、実施状況3、教育実践
報告4などとともに、生活科教育法実施の基礎とな
る大学生の生活科に関する認識を検討したものもあ
る。高垣マユミ、深井克彦、金岩俊明、下木戸隆司
らの事例研究である5。紙幅の関係により詳述しな
いが、これらの先行研究では教職志望者は生活科に
対してよい印象をもつ傾向があり、学習内容に関し
て印象・記憶として残りやすい内容（植物栽培及び
地域での探索活動）とそうでない内容があることが
明らかにされている。
以下では本研究で扱う事例としてT県内の教育学
部教員養成課程における生活科教育法の授業構成を
解説するとともに、その授業を受講した学生を対象
とした質問紙調査の結果の分析を通して、講義内容
及び指導方法を見直すための基礎的検討を行う。
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2．生活科教育法の授業構成
T県内の教育学部教員養成課程の「生活科教育法」
においては現在、教育学・発達心理学・社会科教育・
理科教育・家政教育等を専門とする複数の専任教員
によって指導が行われている。また小学校で生活科
を担当している現職教諭による指導も取り入れてい
る。表1には計15時間の授業構成を示している。生
活科の設置の背景や教科としての特質、低学年児童
の心理的特質との関連、社会認識や自然認識、家庭
に関わる認識発達との関連などを明らかにし、生活
科の指導計画の作成、教材づくり・環境構成や指導
と評価の基本的在り方について、体験的な活動も取
り入れながら展開する構成になっている。
3．受講生を対象とした質問紙調査
（1）方法
対象は、T県内の教育学部教員養成課程の後期「生
活科教育法」の受講者72名であった。対象者は主
に学部2年次生であり、所属分野別では数学17名，
社会14名、理科13名、美術9名、家政7名、英語7名、
その他（大学院生等）5名であった。
質問紙は選択式であり、生活科の目標や内容につ
いての理解、及び学習活動を構成することについて
の自信について尋ねる計24項目から構成されてい
た。回答はとてもそう思う、ややそう思う、どちら
とも言えない、あまりそう思わない、全くそう思わ
ないの5段階評定で求めた。質問紙実施の所要時間
は10分間であった。
（2）結果及び考察
表2には質問項目とその回答傾向を示している。
各項目について「とてもそう思う」と「ややそう思
う」を肯定的回答、「どちらとも言えない」「あまり
そう思わない」「全くそう思わない」を否定的回答
としてまとめ、直接確率計算によって回答傾向を分
析した。
生活科の教育目標や特質について尋ねる項目（1）
と（2）では、いずれも肯定的回答が有意に多いこ
とがわかった（p<.01）。これらの内容について、授
業においては学習指導要領の「目標」「各学年の目
標及び内容」「指導計画の作成と内容の取扱い」を
読み上げ、受講者とともに学習指導要領の文言を確
認した後、教育目標、教材、指導方法の3つの視点
から分析し、要点を確認している。その上で、「生
活科」新設を答申した教育課程審議会関係文書を確
認するなどし、「生活科」設置の経緯を説明している。
講義を受けなければ知り得ないことが多分に含まれ
ているため、前述のような結果が得られたものと考
えられる。
項目（3）〜（9）は生活科と社会認識の関わりに
ついての理解や、そうした学習活動の立案すること
の自信を問うものであった。「身近な人々や社会」
との関わりについての理解やそれに関する指導計画
の作成に関わる項目（3、8）については、概ね肯定
的回答が有意に多いことが示された（p<.01,	p	
<.05）。その一方で、学校、地域の人々や場所、ま
た公共物や公共施設を具体的に把握するための学習
活動を計画することに自信に関する項目（4,6,7）に
ついては、肯定的回答と否定的回答に有意な差は見
られなかった（n.s.）。「人や社会とかかわる活動を
充実」する意味から，本授業においても学生自身に
よる直接経験を重視した学習活動を取り入れている
ものの、それを具体的な学習活動や指導計画として
組織・作成することについても視野に入れる必要が
あると言える。
生活科と自然認識の関わりについては、自然への
気付きやそのための学習活動を計画することに関す
る項目（10-15）を設定した。その結果、季節の変
化や身近な自然の様子に自ら気付いたり、それらに
気付くための学習活動の計画したり、植物を育てる
ことについて（項目10-12,15）、肯定的回答が有意
に多いことが明らかになった（p<.01）。これらに関
しては授業の中で直接体験として季節見つけ活動を
導入していることや、受講者自身が小学生当時に経
験したことの印象が強いことが要因として考えられ
る。一方で、限られた授業時間内で取り入れること
が困難な、おもちゃづくりや動物の飼育に関する学
習活動の計画については、肯定的回答と否定的回答
 
  
表 1 生活科教育法の授業構成 
 
・授業ガイダンス／生活科の概要（1 時間） 
・生活科と小学校低学年の発達／生活科における 
自己認識（2 時間） 
・生活科と教育（1 時間） 
・生活科と社会認識（3 時間） 
・生活科と自然認識（3 時間） 
・生活科と家庭（3 時間） 
・生活科の実際（2 時間） 
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質問項目 
とても
そう思
う 
ややそ
う思う 
どちら
とも言
えない 
あまり
そう思
わない 
全くそ
う思わ
ない 
（1）生活科の教育目標やねらいについて理解している** 8 46 12 6 0 
（2）生活科の特質について理解している** 11 45 11 5 0 
（3）自分と「身近な人々，社会」とのかかわりとは，ど
のようなことかがわかる，** 
9 44 17 2 0 
（4）学校の施設や学校生活を支える人々を具体的に把握
するための学習活動を作ることができる n.s 
12 25 30 5 0 
（5）家庭生活を支えている家族を具体的に把握するため
の学習活動を作ることができる* 
12 34 25 1 0 
（6）地域の人々や場所を具体的に把握するための学習活
動を作ることができる n.s 
7 34 30 1 0 
（7）公共物や公共施設を具体的に把握するための学習活
動を作ることができる n.s 
13 28 28 3 0 
（8）自分と「身近な人々や社会」に，直接かかわるため
の学習活動を工夫することができる* 
8 37 23 3 1 
（9）学校や家庭，地域と連携した指導計画を作成するこ
とができる n.s 
10 30 23 8 1 
（10）季節の変化によって身の周りの自然の様子が変わる
ことについて，（あなた自身が）気付く** 
26 35 9 1 1 
（11）季節の変化によって自分たち生活の様子が変わるこ
とについて，（あなた自身が）気付く** 
30 38 4 0 0 
（12）学校や地域の自然の様子に気付くための学習活動を
作ることができる** 
15 33 18 6 0 
（13）身近な自然や物を利用したおもちゃなどを工夫する
学習活動を作ることができる n.s 
13 29 24 6 0 
（14）動物を飼う学習活動を作ることができる n.s 8 20 25 8 1 
（15）植物を育てる学習活動を作ることができる** 18 35 13 5 1 
（16）児童らが気付いたことを伝え合う学習活動を作るこ
とができる** 
14 37 17 4 0 
（17）自分自身の成長を振り返る学習活動を作ることがで
きる** 
13 36 20 3 0 
（18）「生活」と「社会科」の学びの類似点，相違点を説
明することができる n.s 
7 28 26 10 1 
（19）「生活」と「理科」の学びの類似点，相違点を説明
することができる** 
8 40 17 7 0 
（20）「生活」と「家庭」の学びの類似点，相違点を説明
することができる n.s 
8 27 27 10 0 
（21）個人の生活や家族に関わる内容を扱う際の配慮事項
を理解している** 
15 35 18 4 0 
（22）他教科との系統性を考えた指導計画を作成すること
ができる+ 
7 37 21 7 0 
（23）就学前教育や幼児教育との連続性を意識した授業を
立案することができる n.s 
5 37 22 8 0 
（24）小学校中学年以降の教科の学びとの連続性を意識し
た授業を立案することができる n.s 
8 33 26 5 0 
 
表2　質問紙調査の項目と回答傾向
 
**p<.01, * p<.05, +.05<p<.10, n.s.p>.10, N=72.
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に有意差は見られなかった（n.s.）。こうした点を
改善するための工夫の必要性が指摘できる。
生活科は子どもの生活現実を中心にすえることが
教科理念としてあげられる。よって教員は多様化す
る家族形態や生活、制度上の課題を押さえた上での
授業内容の編成がもとめられる。本講義においても
この点を重視していることが、項目21の配慮事項
への理解度が高い結果に表れたといえる（p	<.01）。
また生活科は就学前と学びとの連続性や中学年以
降の学びの連続性、他教科との系統性を踏まえた学
習指導が求められるが、関連項目（23,24）につい
ては肯定的回答と否定的回答に有意差は見られな
かった（n.s.）。さらに、生活科と他教科との類似点・
相違点を説明すること（項目18,20）についても同
様に有意差は見られていない（n.s.）ことから、こ
れらの内容を本講義に位置づけていく必要がある。
3．おわりに
先行研究において明らかにされた、学習内容に関
して印象・記憶として残りやすい内容（植物栽培及
び地域での探索活動）については、受講生らが理解
したり学習活動を計画したりすることについても肯
定的に捉えられているという特徴が示唆される。今
後の「生活科教育法」の講義内容や指導方法を改善
するための手立てとしては、本研究で実施した質問
紙調査で改善が求められた項目に関する内容につい
て、より印象に残るような活動を導入したり、担当
教員間の連携を強化してより多角的な指導を重ねた
りすることなどが考えられる。
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